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P2P型コンテンツ検索システムにおける
コンテンツ分布を考慮したTop-k検索処理手法

寺 田 努† 松 波 秀 和†† 西尾 章治郎†††

近年，P2P 型ネットワークを利用したコンテンツ共有への注目が高まっている．このようなシス
テムでは，システム拡張のためのコストは小さいが，一般にフラッディングを用いて検索クエリを拡
散させるため，検索結果の件数が多い場合にクエリ応答が大量のトラフィックを発生させる．そこで
本研究では，P2P 型ネットワークにおける効率的な Top-k クエリの処理手法を提案する．一般に，
ユーザは上位の検索結果しか必要としないことに着目し，コンテンツ分布の偏りを考慮したクエリ応
答抑制手法を用いることで，トラフィックを削減するとともに検索にかかる時間を削減する．さらに，
本稿ではシミュレーション評価により，提案手法の有効性を明らかにする．

An Efficient Top-k Query Processing Method Considering
Contents Distribution on a P2P-based Contents Retrieval System

Tsutomu Terada,† Hidekazu Matsunami†††
and Shojiro Nishio†††

Recently, there has been increasing interest on researches for the contents sharing on peer-
to-peer (P2P) networks. Since such a system employs flooding for query processing, the
replies for the query may bring about heavy traffic in the case where each peer replies many
search results. Therefore, we propose a new efficient query processing method for top-k query
on P2P networks. In our past research, focusing that users usually need search results only
with higher score, we reduce the reply traffic and the turn-around time by controlling the
number of query replies. However, since this method does not consider the deviation of con-
tents distribution, it does not work well in actual environments. Therefore, in this paper, we
propose a new query processing method considering the deviation of contents distribution by
propagating a part of query results. Moreover, we show the availability of our method by
simulation studies.

1. は じ め に

近年，ネットワーク環境の整備により，WWW

（World Wide Web）上で公開されているウェブコン

テンツの量が飛躍的な速度で増加しつつある．ユーザ

は Yahoo!や Google といったユーザの問合せに適し

ている順にコンテンツを提示してくれるサービスを利

用することにより，膨大なコンテンツの中から必要な

情報を効率良く探し出すことができる．

一方，近年 P2P（Peer to Peer）型のネットワーク

を利用したコンテンツ共有への注目が高まっている．
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クライアントがサーバからサービスの提供を受ける

サーバ/クライアント型のシステムとは異なり，P2P

型のシステムでは，ピアと呼ばれるコンピュータどう

しが相互に接続し平等な関係の下で直接リソースや

サービスをやりとりする．一般に P2P型のシステム

で検索を行う場合，図 1 のように，クエリ発行ピアは

直接接続している隣接ピアのすべてに検索クエリを送

信する．検索クエリを受信した各ピアは，検索クエリ

を送信元を除くすべての隣接ピアに送信する．これを

TTLとして指定された回数だけ繰り返す．また，検索

クエリに合致するコンテンツに関する情報をクエリ応

答として検索クエリに対して返信し，クエリ発行ピア

が受信するまで検索クエリの送信経路をたどるよう転

送する．サーバ/クライアント型のシステムではシス

テム提供者が利用者の増加に応じてシステムやネット

ワークを拡張する必要があるのに対して，P2P型のシ

ステムでは特定のコンピュータに負荷が集中しないた
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図 1 P2P 型システムにおける検索動作
Fig. 1 Contents retrieval on P2P-based systems.

めシステム提供者の負担が小さいという特徴がある．

ここで，例として P2P 型のシステムを用いてウェ

ブコンテンツの検索を行うことを考える．文献 1)に

示されるように，特別なサーバを用意することなく，

各ユーザがローカルに保存したウェブコンテンツを共

有することで，重要な（= 他人が興味を持っている）

コンテンツを見つけたり，すでに削除されてしまった

データや複数バージョンが存在するデータを取得した

りするシステムが実現できる．また，Freenet 2) のよ

うに，新しいウェブコンテンツを作成して P2P型シ

ステム上で流すことで，従来のクロール型検索エンジ

ンの新着情報への対応の遅さが解消され，情報が削除

されたときにも他のピアからそのコンテンツを入手で

きる．

ただし，従来のサーバ/クライアント型のシステム

では，Googleのように検索キーワードに対してサー

バが適切な検索結果を一定件数返信するため，P2P型

コンテンツ検索システムに比べると総トラフィック量

および情報を見つける手間は小さい．一方，文献 1)

のシステムを含む多くの P2P型コンテンツ検索・共

有システムでは，各コンテンツについて検索条件に合

致するかどうかのみを判断しているため，キーワード

指定によるコンテンツの検索を実行すると，検索結果

が多くなり，キーワードへの関連度が高いコンテンツ

を適切に得ることは難しい．

以上の背景をふまえて，筆者らの研究グループでは

これまで，P2P型コンテンツ検索・共有システムにお

いてコンテンツとキーワードの関係からスコアが求ま

る環境，たとえばウェブ検索においてキーワードを指

定すると各コンテンツとの関連度が求まる環境を想定

し，スコアが上位 k 個の検索結果を得る，いわゆる

Top-kクエリのための効率的な問合せ処理手法を提案

してきた3)．クエリ発行ピアからのホップ数に応じて

各ピアが返信するクエリ応答の数を抑制する Delayed

Reduce-k Query（DR）手法を提案し，高い再現率を

確保しながらクエリ応答によるトラフィックを大幅に

減少させた．しかし，この手法をコンテンツ分布に偏

りのある環境に適用すると，再現率が低下してしまう

という問題があった．

そこで本研究では，DR手法の問題点を解決し，コ

ンテンツ分布に偏りがある環境においても精度の高い

検索結果が得られる Top-k クエリ処理手法を提案す

る．提案手法を用いることで，トラフィックを増大さ

せることなく再現率を向上させることができる．また，

シミュレーション評価により提案手法の有用性を明ら

かにする．

以下，2章で関連研究について述べ，3章で提案手

法について説明する．4章では，シミュレーションに

よる性能評価を行い，最後に 5章で本研究のまとめを

行う．

2. 関 連 研 究

中央サーバを利用しないピュア P2P型ネットワー

クのシステムは，大きく分けて，ネットワークのトポ

ロジやコンテンツ配置が規定されている構造型検索ト

ポロジを用いたものと，非構造型検索トポロジを用い

たものに分けられる．

構造型検索トポロジを用いたシステムとしては

CAN 4)，Chord 5)，Pastry 6)，Tapestry 7) があげら

れる．これらのシステムでは，コンテンツのファイル

名やキーワードにハッシュ関数を適用することにより

ハッシュ値を算出し，このハッシュ値から分散ハッシュ

テーブルを利用してコンテンツ配置を決定する．コン

テンツ検索時には，検索キーワードにハッシュ関数を

適用し，ここで求まるハッシュ値からコンテンツが存

在するピアを求められるため，コンテンツ検索時の

ネットワーク負荷が小さいという特徴がある．1つの

コンテンツに対してヒットするキーワードの数が多い

全文検索システムにこれらのシステムを適用すると，

多くのキーワードに対するハッシュ値を算出し，多く

のピアにコンテンツまたはそのコンテンツを示すイン

デックス情報を配置する必要があるため，構造型検索

トポロジを用いたシステムは全文検索システムには不

向きである．

pSearch 8) では，CANをベースとしてコンテンツ

中の重要なキーワードを用いるアルゴリズムと，se-

mantic vectorを用いて同じようなキーワードを含む

コンテンツをハッシュ空間上の近い位置に配置するア

ルゴリズムにより，効率的な全文検索を実現している．

しかし，文章中に含まれるすべての単語を検索対象と

するには膨大なインデックスが必要となり，ピアの参



Vol. 48 No. SIG 14(TOD 35) P2P 型コンテンツ検索システムにおける Top-k 検索処理手法 3

加や退出が発生する環境においてはインデックスの維

持が課題となる．

非構造化検索トポロジを用いたシステムとしては，

Gnutella や Freenet 2) などがあげられる．これらの

システムでは，ネットワーク構成やコンテンツ配置に

特別な制約がないため，ピアどうしで検索前に情報交

換する必要がないという利点があり，実用化されてい

る P2Pシステムのほとんどはこの形である．しかし，

精度の高い検索結果を得るためには多くのピアにクエ

リを送信する必要があるため，構造化検索トポロジを

用いたシステムよりもネットワーク負荷は増大する．

Top-kクエリを非構造化検索トポロジを用いたP2P

ネットワーク上で実現しているシステムとしてKalnis

らのシステム9)があげられる．この手法では，検索ク

エリにクエリ応答の要求数 k を含めてフラッディング

する．この検索クエリを受信した各ピアは検索クエリ

で指定した条件によりコンテンツを順位付けし，上位

k 個のコンテンツについてのクエリ応答を返信する．

また，各ピアにおける負荷を抑制する必要がある場合

には，クエリの転送を凍結したり，TTL を強制的に

減少させたりする．しかし，この手法ではクエリ応答

自体のサイズが非常に小さい環境を想定しており，各

ピアが返信するクエリ応答はすべてクエリ発行ピアま

で転送される．本研究ではクエリ応答に数百バイトの

メタデータを含むことを想定しており，この手法を適

用するとクエリ応答によるトラフィックが増大する．

また，同様に Balke らは 1 回のクエリ送信に対し

て 1個の応答を受信し，Top-k検索の結果を得る手法

を提案している10)．この手法では，Top-k検索におけ

る 1 個の結果に対して 1 個のクエリが必要となるた

め，k が大きい場合にはクエリ遅延が大きくなるが，

クエリ応答によるトラフィックを抑制できる点で優れ

ている．

3. 提 案 手 法

筆者らの研究グループではこれまで，P2P型ネット

ワークにおいて非構造化検索トポロジを用いたコンテ

ンツ検索システム（以降，Gnutella型システム）を対

象とした Top-k検索処理手法として，Fixed-k query

手法，Reduce-k query手法，Delayed Fixed-k query

（DF）手法，および Delayed Reduce-k query（DR）

手法を提案してきた3)．

これらの手法では，図 1 のように検索クエリの送

信およびクエリ応答の返信を行うが，効率的な Top-

k検索を実現するため，各ピアが返信するクエリ応答

は，スコアが一定順位以内のものに制限する．Fixed-k

query手法および DF手法では，各ピアにおいて上位

k 位以内のスコアを持つものに限ってクエリ応答を返

信する．また，Reduce-k query手法および DR手法

では，さらにクエリ応答のトラフィックを削減するた

め，クエリ発行ピアから離れたピアほど，クエリ応答

返信数を小さくする．このクエリ応答返信数の決定方

法を以下に説明する．クエリ発行ピアから i ホップ離

れたピアにおけるクエリ応答返信数を ki とする．各

ピアは，クエリ転送時に自ピアにおけるクエリ応答返

信数 ki と，検索クエリのパラメータとして指定する

クエリ応答返信減少数余裕率 rm，自ピアの検索クエ

リ転送先となるピア数 npi を利用してクエリ転送先

ピアにおけるクエリ応答返信数 ki+1 を決定する．た

だし，ki の初期値である k0 は，システムが設定する

こととした．

ki+1 の値は，まず仮の値 k′
i+1 を

k′
i+1 =

⌊
kirm

npi

+ 0.5

⌋
(1)

としたうえで，次式により決定する．

ki+1 =

⎧⎪⎨
⎪⎩

ki

(
ki ≤ k′

i+1

)
k′

i+1

(
2 ≤ k′

i+1 < ki

)
2

(
k′

i+1 < 2
) (2)

�� は，� と � で囲まれた値を超えない最大の整数を
意味する記号であり，四捨五入とするために 0.5を加

算している．ここで，各隣接ピアから受信するクエリ

応答のうち自ピアにおいて転送対象となるものの数は

隣接ピアの数に反比例すると考えられる．その数は，

仮に各隣接ピアから受信するクエリ応答のスコア分

布が均等であるとすると，隣接ピアから受け取るクエ

リ応答のうちで実際に自ピアで転送するクエリの数

は，自ピアの転送クエリ数を隣接ピア数で割ったもの

（ki/npi）になる．しかし，隣接ピア数の不一致やコ

ンテンツ分布の偏りを考慮すると，高い再現率を実現

するためにはクエリ応答返信数に余裕を持たせる必

要がある．したがって，この手法ではクエリ応答返信

数減少余裕率 rm という値を導入し，ki/npi に rm

をかけた値を各ピアのクエリ応答返信数としている．

k0 = 50，rm = 1.2 の場合における ki の計算例を

図 2 に示す．

また，Fixed-k query 手法および Reduce-k query

手法ではクエリ応答を受信した瞬間にスコアが返信す

べき順位以内であればただちにクエリ応答を転送する

が，DF手法および DR手法ではすべての隣接ピアか

らのクエリ応答受信を完了後にスコアが返信すべき順

位以内であるクエリ応答を検索クエリ送信元ピアに返
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• k0 = 50, rm = 1.2

• 円中の数字は当該ピアのクエリ応答返信数 ki

図 2 DR 手法におけるクエリ応答返信数
Fig. 2 The number of query-replies on DR method.

信する．

しかし，Fixed-k query手法およびDF手法では，ク

エリ到達範囲内のピアにおける上位 k 位以内の検索結

果を確実に受信できる一方で，トラフィックがReduce-

k query手法および DR手法に比べて大きくなってい

る．また，Reduce-k query手法およびDR手法では，

トラフィックは Fixed-k query手法および DF手法に

比べて小さいが，再現率が 100%とならない．特に，

検索クエリに合致するコンテンツが一部のピアに偏っ

ている環境では再現率が低下し，再現率を向上させる

ために rm を大きくするとトラフィックが増大する．

この問題に対処するため，DR手法および DF手法

を拡張することより，Delayed Reduce-k and Score

Propagating query（DRSP）手法，ならびにDelayed

Fixed-k and Score Propagating query（DFSP）手

法を提案する．

3.1 Delayed Reduce-k and Score Propa-

gating query（DRSP）手法

Delayed Reduce-k and Score Propagating query

（DRSP）手法では，クエリが自ピアに到達するまで

に通過したピアのコンテンツ情報を利用する．そのた

めに，クエリ発行ピアは自ピアで発見したコンテンツ

のうち上位 k 個のスコアをスコア情報として送信す

る．また，スコア情報を受信した各ピアは，スコア情

報を自ピアで発見したコンテンツのスコアを加えて上

位 k 個のスコアとなるように更新し転送する．

各ピアは，DR手法における算出方法と同じ方法で

決定したクエリ応答返信数 ki を用い，基本的に DR

手法と同様に上位 ki 位以内のスコアを持つクエリ応

答を返信する．しかし，スコア情報に含まれるスコア

に比べて高いスコアを持つクエリ応答が多い場合，自

ピアではスコアの高いクエリ応答を多く保持しており，

クエリ発行ピアにおいて上位 k 位以内に入る可能性

が高いと考えられる．そこで，スコア情報内クエリ応

答スコア送信順位 kp を定義し，スコア情報のうち kp

位のスコア以上のスコアを持つクエリ応答は，自ピア

において ki 位以内でない場合であっても返信する．

ただし，スコア情報とあわせるとスコアが k 位以内

に入らないクエリ応答，およびクエリが自ピアに到達

するまでに通過したピアがすでに返信したクエリ応答

に含まれるコンテンツについては返信せず，トラフィッ

クを削減する．

DRSP手法の処理手順を図 3 を用いて説明する．

(1)クエリの生成と送信

クエリ発行ピア（図 3 における P0）が検索クエリ

を生成し，生成した検索クエリをすべての隣接ピア

（図 3 における P1，P8）に送信する．このクエリに

は以下の情報を含める．

• クエリを一意に識別する ID（クエリ ID）

• コンテンツの検索条件
• クエリ応答要求数 k

• このクエリを受信したピアにおけるクエリ応答返
信数 ki

• クエリ応答送信数減少余裕率 rm

• クエリ応答送信順位 kp

• クエリの生存時間（TTL）

同時に，クエリ発行ピアは，自身が保持しているコ

ンテンツを対象としたコンテンツ検索を行う．コンテ

ンツ検索とは，保持しているコンテンツを対象として

検索条件に合致するコンテンツを検索し，同時にその

検索条件とコンテンツからスコアを算出することで

ある．

(2)クエリの転送

検索クエリを受信したピアは，まず同じクエリ ID

を持つクエリを過去に受信していないか検索し，受信

したことがある場合（図 3 の P10，P6 において，そ

れぞれ P6，P10 から受信したクエリ）は循環クエリ

として受信したクエリを破棄し，クエリ応答返信終了

メッセージを返信して処理を終了する．

そうでない場合は，クエリの TTLを 1つ減少させ，

この TTLが 1以上の場合には，クエリ応答送信数 ki

の値を更新したうえでクエリ送信元ピアを除くすべて

の隣接ピアにクエリを転送する．

また，同時に自ピアにおけるコンテンツ検索を行う．

(3)スコア情報メッセージの送信

クエリ発行ピアにおいて，(1)に示したコンテンツ

検索処理が完了すると，見つかったコンテンツのスコ

アのうち上位 k 位以内のもののスコア，およびコン

テンツを一意に識別するコンテンツ IDをスコア情報

メッセージとしてクエリ送信先のピアに送信する．
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図 3 DRSP 手法における検索手順と各ピアが返信するクエリ応答の例
Fig. 3 Query processing and examples of query-replies which a peer sends on DRSP method.

(4)スコア情報メッセージの転送

クエリ発行ピア以外のピアでは，(3)のスコア情報

メッセージを受信し，かつ (2)に示した自ピアにおけ

るコンテンツ検索が完了すると，スコア情報メッセー

ジのスコアとコンテンツ IDを，自ピアでの検索結果

とあわせて上位 k 位以内のものに更新し，クエリ転

送先ピアに送信する．

(5)クエリ応答の返信

スコア情報を受信したがスコア情報を送信しなかっ

たピア，およびクエリ送信先の全ピアからクエリ応答

返信終了メッセージを受信したピアは，クエリ応答お

よびクエリ応答返信終了メッセージの返信を行う．

ここで，返信するクエリ応答の例を図 3 を用いて説

明する．P3 では，上位 4個のクエリ応答を返信する

こととなっているが，スコアが 91，88，87の各クエ

リ応答は，P1 または P0 が保持しているため，返信

対象から除外する．P2 では，スコアが 70のクエリ応

答は確かに上位 4位以内に入っているが，スコア情報

と合わせてみると，クエリ到達範囲内において上位 k

（= 10）位以内になることがありえないため，返信対

象から除外する．逆に，P1 では，スコアが 82のクエ

リ応答は ki（= 6）位以内に入っていないが，スコア

情報における kp（= 4）位以内に入っているため，こ

のクエリ応答は返信する．

3.2 Delayed Fixed-k and Score Propagat-

ing query（DFSP）手法

DRSP 手法においては，DR 手法に比べるとコン

テンツ分布の偏りに強いが，理論的に再現率がつねに

100%になるとは限らないため，Delayed Fixed-k and

Score Propagating query（DFSP）手法を提案する．

DFSP手法では，DRSP手法のうち，各ピアにおける

ki および kp を k と等しくすることにより，クエリ到

達範囲内において上位 k 位以内のスコアを持つコン

テンツについてのクエリ応答を確実に取得する．した

がって，クエリ到達範囲内において再現率を 100%に

することが必要な場合は DFSP 手法を用いればよい

ことになる．

4. 性 能 評 価

提案手法の有効性を明らかにするため，コンテンツ

検索にかかる時間，再現率，およびコンテンツ検索に

必要なトラフィック量について，シミュレータを用い

て性能評価を行った．

4.1 シミュレーション環境

本稿では，P2Pネットワークを用いたウェブコンテ

ンツ全文検索システムを想定し，シミュレーション環
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表 1 シミュレーション評価におけるパラメータ
Table 1 Simulation parameters.

シミュレーション環境

総ピア数 Np 10,000

R −0.4

wmax 100

コンテンツの種類数 1,000,000

各ピアでの平均クエリ発生間隔 1000 sec.

通信速度 2 Mbps

ピア内コンテンツ検索にかかる時間 0.1 sec.

　
各メッセージのサイズ

検索クエリ 140 B

クエリ応答 640 B

クエリ応答終了メッセージ 64 B

コンテンツ本体（平均値） 40 kB

　
検索条件

TTL 5

クエリ応答要求数 k 30

（本文中で異なる値を示している場合，その値を優先する）

境を設定する．シミュレーションのパラメータを表 1

に示す．パラメータは，多数のユーザがウェブコンテ

ンツの共有システムを利用することを想定し，総ピア

数 10,000とした．また，各ピアはそれほど高機能なも

のではないと想定されるため，各ピアの最大リンク数

は 100であるとした．ここで，総ピア数を 100,000や

500,000に増加させたときも，クエリ到達端末数が大

きく増えることはないため，結果に大きく影響しない

ことを予備実験により確認している．各メッセージの

サイズに関しては，システムにおいてウェブコンテン

ツが検索されることを想定し，コンテンツのメタデー

タを含むクエリ応答サイズおよび実際のコンテンツ本

体のサイズを決定した．

4.1.1 ネットワークのトポロジ

Gnutella における各ノードの隣接ノード数は，文

献 11)の先行研究によりべき法則の性質に従うことが

示されている．本稿におけるシミュレータでは，トポ

ロジの生成にべき法則（PLRG，Power-Law Random

Graph）を利用し，各ピアの隣接ピア数がべき法則に

従うこととする．PLRGでは，rank exponent R と，

最大隣接ピア数 wmax という 2 つのパラメータを使

用し，ネットワークの総ピア数を Np とするとピア番

号 j における隣接ピア数 dj は次式で与えられる．

dj = �wmax · jR� (1 ≤ j ≤ Np) (3)

4.1.2 コンテンツの配布

本研究におけるシミュレータでは，簡単のためコン

テンツを 31ビットの整数とし，この整数の中心値と

範囲を検索条件として指定することにより検索を行う．

P2Pネットワークにおけるコンテンツ分布は Zipf分

図 4 コンテンツ配布先ピア数とコンテンツ選択確率
Fig. 4 Number of peers vs. probability of contents

selection.

布に基づくことが知られており12)，シミュレータも

α = −0.9 とした Zipf 分布に基づいてコンテンツを

各ピアに配布する．人気順位とコンテンツ配布先のピ

ア数の関係を図 4 に示す．ただし，これは総ピア数

Np = 10,000 の場合である．

さらに，各ピアが保持するコンテンツは，そのピア

（ユーザ）の嗜好により偏りを持つと考えられるため，

すべてのコンテンツを 100のグループ（ジャンル）に

分割し，各ピアは所属するグループを 2個ランダムに

選択したうえで，保持するコンテンツのうち 80%は，

各ピアが所属するグループのコンテンツが占めること

とした．残りの 20%はコンテンツ全体からランダム

に取得し，またグループ n に属するコンテンツのう

ち 20%は，グループ n + 1 にも属するとすることで，

ユーザがジャンルにかかわらず蓄積するデータの存在

およびコンテンツのジャンル間の重なりを表現した．

4.1.3 コンテンツの検索

クエリに含まれる検索条件は 31ビットの整数の中

心値 cc と，範囲 r で構成することとした．cc は，図 4

に示すコンテンツ選択確率に従って，ネットワーク中

に存在するコンテンツ中から選択する．r は検索時に

全コンテンツのうち検索条件にヒットするコンテン

ツの割合であるヒット率から求めることとした．この

ヒット率は，実際の環境においてはクエリごとに様々

な値になると考えられるが，本研究ではヒット率の違

いによる性能評価を行うため，各シミュレーション中

で発生するすべてのクエリについて，同じヒット率と

する．

クエリ応答におけるスコア s は，コンテンツである

31ビット整数値 c および cc，r から，次式により求

めることとした．
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s =

{
2(r − |c − cc|) + 1 (c ≥ cc)

2(r − |c − cc|) + 2 (c < cc)
(4)

これにより，c が cc に近いほど s は大きくなる．

s > 0 の場合にコンテンツ c は検索クエリにヒットし

たこととする．本研究におけるシミュレータでは，1

個のクエリに対しては，同じコンテンツでなければ同

じスコアにならないこととしている．

また，コンテンツはクエリ応答と同様に目的のピア

から P2Pネットワークを通じて順次ピア伝いに転送

されることとしている．クエリ発行ピアは検索終了の

10秒後に最低 1個，最大で 10個のコンテンツを取得

する．

4.1.4 評 価 項 目

本稿では，検索所要時間，再現率，および送信メッ

セージ量の 3点について評価を行う．

検索所要時間は，クエリ発行ピアにおいてクエリを

発行してから最後に上位 k 位以内に入るスコアを持

つクエリ応答を受信するまでの時間とする．

再現率は，検索クエリを受信したピアすべてのコン

テンツのうち上位 k 位以内のコンテンツに関するクエ

リ応答のうち，クエリ発行ピアで得られた割合を示す．

送信メッセージ量は，シミュレーション時間中に各

ピアが送信したコンテンツ検索に関係するメッセージ

のデータ量の平均である．コンテンツ取得に関わるト

ラフィックは含まないこととする．

4.2 DRSP 手法における kp およびクエリ応答

返信数減少余裕率の影響

まず，予備的評価として，k = 30 の場合において

DRSP手法を適用する場合における kp および rm の

パラメータの設定がクエリ応答返信数および再現率に

与える影響を評価した．k0 は 30とし，rm を 1と 8

の間で変化させた．また，比較のため，k0 が 30の場

合における DR手法の場合についても示す．

DR 手法および DRSP 手法における rm，再現率，

および送信メッセージ量の関係を図 5 に示す．DR手

法においては，rm を大きくするほど再現率は高くな

るが，メッセージ量は増大する．コンテンツ分布の偏

りによる影響があるため，トラフィックと再現率の双

方を向上させることは困難である．

一方，DRSP手法においては，kp が再現率および

送信メッセージ量に大きな影響を与える．kp を 2以

上とすることにより，再現率を 89%以上にできる．ま

た，スコア情報を受信することにより，返信する必要

のないクエリ応答を判別できるため，kp が 1の場合

でも，DR手法と同じ再現率を得る場合においてもト

図 5 rm の変化に対する再現率およびメッセージ量，およびメッ
セージ量の変化に対する再現率

Fig. 5 rm vs. messages and recall, messages vs. recall.

ラフィックを削減することができる．

また，DRSP手法においては，kp がいずれの値を

とる場合においても rm を大きくすることにより再現

率は向上する．しかし，同時にメッセージ量も増大す

るため，rm を大きくせずに kp を大きくすることによ

り，同じ再現率が得られる場合においてもトラフィッ

クを削減することができる．
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4.3 ヒット率を変化させた場合の評価

ヒット率を 0.001～10%の間で変化させた場合にお

ける所要時間，再現率，および送信メッセージ量につ

いて比較を行った．また，Balkeらが提案している手

法10)を比較対象とする．ただし，提案手法と同じネッ

トワークトポロジ上に適用し，インデックスを用いな

いものとする．この動作を簡単に説明する．

( 1 ) クエリをフラッディングし，各ピアがクエリ送

信先ピアから受信したものを含めてスコアが最

も高い 1個のクエリ応答のみを返信する．

( 2 ) クエリ発行ピアでは，受信したクエリ応答のう

ち最もスコアの高いものを Top-k 検索結果と

して確定させる．

( 3 ) 確定された検索結果を返信したピアに対して，

次にスコアの高いクエリ応答を要求する．

( 4 ) 確定していない検索結果のうち最もスコアの高

いものを Top-k検索結果として確定させる．

( 5 ) Top-k 検索結果が k 個得られるまで，( 3 ) お

よび ( 4 )の処理を繰り返す．

DR手法では k0 = 30，rm = 6 とする．DRSP手

法では k0 = 30，rm = 1.2 とし，kp が 3の場合につ

いて示した．

以上の結果を図 6 に示す．

まず，再現率は，Balkeらの手法，DF手法，DFSP

手法でそれぞれほぼ 100%となっているが，ネットワー

ク帯域を超えたメッセージが送受信され，メッセージが

届かなくなる場合があるため一部で再現率が 99.5%程

度となっている．DRSP手法では 97%程度，DR手法

では 90%前後である．

所要時間は，Balkeらの手法における手法，および

DF手法で他の手法と比べて約 11倍，約 6倍と長く

なっている．これら以外の手法では，DFSP 手法で

DR 手法および DRSP 手法に比べて若干長くなって

いるが，本研究における評価環境では問題になるほど

の差ではない．

送信メッセージ量は，DF手法では，Balkeらの手

法の約 9倍と大きくなっている．また，DR手法でも

Balkeらの手法の 2.6倍である．一方，DRSP手法で

は，kp = 3 の場合で 97%の再現率を確保し，所要時

間も大幅に短縮しながら送信メッセージ量を Balkeら

の手法の場合より 12%削減している．

この点から，DRSP手法ではクエリ到達範囲内にお

いて上位 k 位以内のスコアとなるコンテンツについて

のクエリ応答を確実にすべて取得することはできない

が，比較的高い再現率を少ないトラフィックおよび短

い所要時間で実現できるため，自ピアで取得できない

図 6 ヒット率の変化に対する所要時間，再現率，送信メッセージ量
Fig. 6 Hit-rate vs. turn-around time, recall, and message.

クエリ応答がある程度あったとしても問題のない環境

では有用であるといえる．一方，DFSP手法は Balke

らの手法に比べると，ヒット率が高い場合において送

信メッセージ量が 2倍程度となっているが，所要時間

が 12%に削減される．さらに，ヒット率が低い場合に

は Balkeらの手法よりも送信メッセージ量を削減する

ことができる．このことから，高速に検索したい場合

には DFSP手法を利用すると効率的である．

5. お わ り に

本研究では，P2P ネットワーク上においてコンテ

ンツ分布の偏りを考慮したうえで Top-k クエリを効

率的に行う手法を提案した．また，シミュレーション

により提案方式の性能評価を行った．その結果から，
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DRSP手法を利用することにより，過去の提案手法で

ある DR手法に比べて再現率の向上およびトラフィッ

クの削減を実現した．また，DFSP手法を利用するこ

とにより，再現率を 100%としたうえで，DF手法に

比べてトラフィックおよび所要時間の削減を実現した．

今後は，Gnutella型の P2Pネットワークに限定せ

ず，より効率的にTop-kクエリを実現する手法を提案

する．また，ネットワークトポロジの構成方法やコン

テンツの複製配置，検索結果のキャッシュなどの手法

を提案手法にあわせて適用した場合についての評価を

行う予定である．
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